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広域物流拠点は都市間物流が発着する拠点で，都市の様々な経済活動を支

えるとともに，市民への生活物資の円滑な供給を通じて都市生活を支えてお

り，都市においては必要不可欠の施設である。しかし，その一方で，物流車

両の頻繁な出入りや用途混在などにより，都市の環境を悪化することもある。

このため，広域物流拠点の最適な配置への政策的な取り組みが求められてい

る。  

広域物流拠点に関する従来の研究には，都市物流政策，配置計画に関する

理論やモデル，事業手法，都市計画との関係などをテーマにしたものがある。

しかし，既存の老朽物流施設の更新に着目し，広域物流拠点の最適配置を進

めるための政策に関する研究例は見当たらない。既存の物流施設の更新を想

定した，広域物流拠点の最適な配置を進める政策を検討するためには，次の

３つの明らかにすべき課題がある。第１は，都市政策の一環として広域物流

拠点の整備を検討する以上，都市物流政策の変遷とその必要性を明確化する

こと。第２に，物流施設の立地地点と築年数の分析，都市圏・都市内物流の

動向を踏まえ，物流施設の立地や更新を誘導すべき地域を明らかにすること。

第３に，広域物流拠点の更新にあたり，今後必要とされる物流機能を明らか

にし，必要な建物構造の特徴と立地条件を明示することである。   

本論文は，広域物流拠点に関する文献調査と立地実態調査にもとづき，大

都市圏計画における広域物流拠点の配置計画と一致した土地利用等の都市計

画の決定（以下，「計画間の整合」という）を図るために，必要となる用途混

在の回避等の手法（以下，「計画間の整合手法」という）を検討するものであ

る。つまり，東京湾沿岸臨海部の物流施設更新による広域物流拠点の整備の

ための新たな計画手法（事業手法，規制・誘導手法）を明らかにすることを

目的としている。大都市圏計画と都市計画の整合を図るための手法を検討す

ることで，今後の広域物流拠点の再整備を図るべき地域の土地利用等を決定

する際に，用途混在の回避等の手法と矛盾の無い計画手法適用の検討が可能

となる。また，広域物流拠点の整備のための新たな計画手法を明らかにする

ことで，物流施設更新のための具体的な制度の検討を進める上で極めて重要

な知見を得ることができる。  

 

本論文の審査にあたっては，2020 年 10 月 8 日に審査員予定者 4 名による

予備審査を実施し，専攻内縦覧に付してよい旨の判定を得た。その後 2 週間

にわたり教室内の縦覧を行った．10 月 22 日に専攻内の受理申請が認められ，

11 月 19 日に開催された創造理工学研究科運営委員会にて論文が受理された。

公聴会は 2020 年 12 月 8 日に開催され，専攻科主任をはじめ審査員 5 名，関

係者を合わせた 2 0 数名が出席し，研究内容の説明および質疑応答が行われ

た。申請者は質疑に対して明確かつ適切な回答を行い，また，これまでの研

究業績からも研究内容に関する深い知識と関連分野に対する十分な学識およ
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び能力を有していることが示された。なお，研究倫理の受講完了および，本

論文の電子的類似判定で問題がないことを確認している。  

 

本論文は，以下に示す８章より構成されている。  

「第１章  序論」では，本研究の背景と目的，既存の研究の変遷と比較し

た本研究の特徴，および本研究の構成を示している。  

「第２章  本研究における用語の定義と分析の対象」では，広域物流拠点

等の定義を示している。また，物流施設の特徴と計画上の留意点を示してい

る。さらに，東京都市圏を調査・分析の対象としている理由を示している。  

「第３章  広域物流拠点に関する政策の変遷」では，高度成長期，安定成

長期，平成期の都市物流政策の変遷を示し，物流施設の配置計画と計画手法，

機能に関する政策の変遷とその理由を明らかにしている。交通ネットワーク

との整合性と土地利用との調和を確保しつつ、公共主体から民間主体の整備

に主眼が変化したことなどが明示されている。  

「第４章  広域物流拠点に関する配置計画と計画手法の変遷」では，高度

成長期，安定成長期，平成期の広域物流拠点の配置計画と立地動向を示して

いる。また，広域物流拠点の計画手法と配置計画を示した上で，広域物流拠

点に関する政策の必要性と大都市圏計画の重要性を明らかにしている。首都

圏基本計画等で示された配置計画・方針に即した立地を実現するため、計画

手法は民間主体の誘導手法に変化していることが示された。  

「第 5 章  物流施設の立地地点と建物の機能と構造の分析」では，物流施

設の立地地点と築年数の分析から臨海部における広域物流拠点の整備の必要

性を示している。次に近年の物流施設の立地動向の分析では，周辺の生産年

齢人口や大規模工場跡地と物流施設の立地との関係性を示している。そして，

近年の商取引の変化に伴う物流施設の機能と構造等の変化を分析し，近年の

物流施設の新たな立地条件を明らかにしている。その上で，新たな立地条件

に対応した大都市圏における物流施設配置，臨海部における物流施設更新の

考え方を示している。  

「第 6 章  臨海部の物流施設更新による広域物流拠点の整備に適用する計

画間の整合手法，新たな計画手法」では，臨海部の物流施設の広域物流拠点

への更新手法として，共同建替・ローリング移転の二つを抽出し，その適用

条件・留意点・対応策を示している。その上で，新たな物流施設の立地条件

への対応の考え方を踏まえた，臨海部の物流施設の更新のための計画間の整

合手法と新たな計画手法を明らかにしている。  

「第 7 章  臨海部の物流施設の更新のための計画間の整合手法と計画手法

の課題」では，従来の大規模開発における計画間の整合手法と計画手法の特

徴を整理し，物流施設の大規模開発における計画間の整合手法と計画手法の

適用の可能性を示している。その上で，東京湾沿岸臨海部の物流施設更新の
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ための計画間の整合手法と新たな計画手法を提案している。  

「第 8 章  結論」では，本研究の結論と今後の課題を示している。今後，

現実の政策として臨海部の物流施設の更新による広域物流拠点の整備を推進

するためには，国による大都市圏計画における広域物流拠点の配置計画の重

要性を再認識し，地方公共団体による都市計画との整合を図る取組を積極的

に推進することが必要となるとまとめている。  

 

以上に述べたように，本論文は広域物流拠点に関する政策の変遷および広

域物流拠点の配置計画と計画手法の変遷を明らかにし，物流施設の立地地点

と建物の機能と構造の関係把握を行っている。これらをもとに，臨海部の物

流施設の更新による広域物流拠点の整備に適用する計画間の整合手法，新た

な計画手法を提示し，物流施設の更新のための計画間の整合手法と計画手法

の課題を整理している。  

これらの研究成果は，大都市圏計画と都市計画の相互関係を踏まえて、今

後広域物流政策を立案するうえで重要な視点を示すともに，広域物流拠点更

新のための計画手法を検討するうえで，重要な示唆を得ている。さらに、従

来の研究においては，個別の物流施設の立地動向の分析が多かったが，本論

文は物流施設の立地動向に加えて都市更新の手法に取り入れながら都市整備

の具体的な在り方を検討している点で，学術的な価値も高い。以上のことか

ら，博士（工学）の学位論文として価値あるものと認められる。  
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